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2024
人事院勧告

　

県
本
部
は
８
月
21
日
開
催

の
第
13
回
中
央
執
行
委
員
会

で
、
第
50
回
衆
議
院
選
挙
に

向
け
て
の
対
応
方
針
を
協

議
。
本
部
・
連
合
福
島
の
選

挙
闘
争
方
針
を
基
礎
に
、「
立

憲
民
主
党
」
へ
の
支
援
・
協

力
を
基
軸
に
取
り
組
む
こ
と

と
し
た
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そ
の
上
で
、
連
合

福
島
が
す
で
に
推
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を
決
定

　

月
例
給
・
一
時
金
と
も
引

き
上
げ
と
な
っ
た
今
次
勧
告
。

月
例
給
は
、
若
年
層
に
重
点

を
置
き
、
そ
こ
か
ら
改
定
率

を
逓
減
さ
せ
、
平
均
３
・
０

％
の
引
き
上
げ
改
定
と
な
っ

た
。
全
世
代
へ
の
配
分
を
求

め
て
き
た
公
務
員
連
絡
会
の

要
望
を
一
定
程
度
踏
ま
え
た

も
の
に
な
っ
て
い
る
。

　

今
次
勧
告
で
は
給
与
制
度

の
見
直
し
も
触
れ
ら
れ
た
。

初
任
給
等
の
引
き
上
げ
、
係

長
～
上
席
補
佐
層
の
俸
給
最

低
水
準
引
き
上
げ
、
勤
勉
手

当
の
成
績
率
上
限
の
引
き
上

げ
、
本
省
課
室
長
級
の
俸
給

体
系
見
直
し
、
地
域
手
当
の

大
く
く
り
化
、
新
幹
線
通
勤
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当
等
の
改
善
、
再
任
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員
の
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理
職
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別
勤
務
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象
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扶
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の
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が
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れ
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８
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一
方
で
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た
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制
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触
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扶
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、
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は
、
課
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。

県本部第115回定期大会
日時：2024年10月11日（金） 13：00～
　　　　　　　　12日（土） 11：30
会場：いわき市「スパリゾート・ハワイアンズ」
議案：�2025年度運動方針（案）、2025年度

一般会計・特別会計予算（案）ほか

人事行政諮問会議
中間報告を
踏まえた取組

趣 旨

概 要

人材確保に向けた抜本的施策と更なる改革の全体像
多様な人材が集まり、一人一人が高い志を持って職務を遂行できる魅力ある公務へ

●職員の判断のよりどころとなり、国民の信頼を得るための行動規範の検討
●職務給の原則や能力・実績主義の徹底に必要となる施策等の検討
（在級期間に係る制度・運用の見直しの検討、官民給与の比較を行う際の企業規模の検討など）

給与制度のアップデート（勧告） 【令和7年4月実施（初任給・若年層の水準引上げは、令和6年4月に先行実施）】

●現下の人事管理上の重点課題に対応し、俸給及び地域手当・通勤手当・ボーナス等の諸手当にわたり包括的に給与制度を整備
俸給 初任給・若年層の水準を大幅引上げ

係長以上はより職責重視の体系とし、特に本府省課室長級は役割に見合う処遇に抜本的に見直し
地域手当 都道府県単位（中核的な市は個別指定）とし、級地を5段階に削減の上で最新民間賃金を反映（激変緩和を措置）

異動保障を3年間に延長
通勤手当等 支給限度額を月15万円に引上げ、この範囲内で特急料金も全額支給 新幹線通勤等の要件緩和
扶養手当 配偶者に係る手当を廃止、子に係る手当を増額
ボーナス 成績優秀者への勤勉手当の支給上限を引上げ（標準者の約3倍まで可能に） 任期付専門人材のボーナス拡充
その他手当 管理職員の平日深夜勤務に対する手当の対象時間帯拡大

再任用職員の手当拡大（住居手当、特地勤務手当、寒冷地手当等）

国家公務員の育児休業法の改正（意見の申出）【民間労働法制の施行から遅れることなく実施】
●民間労働法制の内容も踏まえ、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置を拡充
・1年につき10日相当、1日の上限時間数なく育児時間を取得できるパターンを選択可能に
・非常勤職員の育児時間について、対象となる子の範囲を小学校就学前の子に拡大

本年5月に改正された民間労働法制の内容も踏まえ、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置を拡充し、職員の希望や事情に対応した勤務を可能にする
育児をする者も含め誰もが能力を十分に発揮できる公務職場の実現、公務の魅力向上

育児休業法を改正し、
・育児時間について、1年につき人事院規則で定める時間の範囲内（10日相当）で勤務しないことができるパターンを選択可能に
・非常勤職員の育児時間について、対象となる子の範囲を小学校就学前の子に拡大

※民間労働法制の施行（民間育児・介護休業法等の一部改正法の公布の日から起算して1年6月を超えない範囲内において政令で定める日）から遅れることなく実施

本年の給与改定（勧告）
民間給与の状況を反映して、約30年ぶりとなる高水準のベースアップ

月例給 [本年4月分の民間給与を調査して官民比較］【令和6年4月実施】

●官民較差：11，183円（2．76％）
●採用市場での競争力向上のため、初任給を大幅に引上げ 給与制度のアップデートの先行実施
【総合職（大卒）】230，000円（＋14．6％[＋29，300円］） 【一般職（大卒）】220，000円（＋12．1％[＋23，800円］）
【一般職（高卒）】188，000円（＋12．8％[＋21，400円］）

●若年層に特に重点を置きつつ、全ての職員を対象に全俸給表を引上げ改定
※おおむね30歳台後半までの職員に重点を置いて改定
行政職俸給表（一）の平均改定率は、1級［係員］ 11．1％、2級［主任等］ 7．6％、全体3．0％
※官民較差はいわゆる「ベア」に相当。モデル試算した定期昇給分を加えると、月収で約4．4％の給与改善

ボーナス [直近1年間（昨年8月～本年7月）の民間の支給状況を調査して官民比較］【令和6年4月実施】

●年間4．50月分→4．60月分 期末手当及び勤勉手当の支給月数をともに0．05月分引上げ
寒冷地手当【手当額改定：令和6年4月実施、支給地域改定：令和7年4月実施】

●民間の同種手当の支給額を踏まえ、月額を11．3％引上げ。新たな気象データに基づき、支給地域を改定

【改正後】
2ｈ
①1日につき2時間の範囲内で勤務しないこと

2ｈ以上（1日単位で取得することも可）
②1年につき10日相当の範囲内で勤務しないこと

【現行】
2ｈ
1日につき2時間の範囲内で勤務しないこと

2024年人事院勧告・報告の概要

多様で有為な
人材の確保

職員の成長支援と
組織パフォーマンス向上

Well-beingの実現
に向けた環境整備

給与制度のアップデート ―現下の人事管理上の重点課題に対応し、時代の要請に即した給与制度に転換―
【措置内容の例】

●初任給を大幅引上げ。管理職は職責重視の体系に刷新 ●地域手当を都道府県単位に広域化
●通勤手当の上限を月15万円に引上げ。新幹線通勤の要件緩和 ●配偶者に係る扶養手当を廃止、子に係る手当を増額

●一般職試験にも「教養区分」を導入
【令和7年目途】

●総合職試験「教養区分」の年2回実施
【令和8年目途】

●CBT（オンライン試験）の段階的導入
【令和9年目途】

●キャリア形成支援のための取組をまとめた
ガイド作成

●国内外の大学院への派遣を拡充

●キャリア形成を支援する人事管理のための
府省共通システムの設計

●育児時間の取得パターンの多様化、子の看
護休暇の対象を小3まで拡大

●超過勤務縮減に向け、各種アンケートを踏
まえた関係各方面への協力依頼

●勤務間のインターバル確保状況の実態
把握・各省ヒアリングなど取組を推進

●兼業制度の見直しの検討

＋

本年の育児休業等に関する法律についての意見の申出のポイント

職員は、①②のいずれかを選択して取得可能

・・・・2024年8月15日 ［毎月1日・15日発行・1954年4月17日第三種郵便物認可］第2373号（２）
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※官民較差はいわゆる「ベア」に相当。モデル試算した定期昇給分を加えると、月収で約4．4％の給与改善

ボーナス [直近1年間（昨年8月～本年7月）の民間の支給状況を調査して官民比較］【令和6年4月実施】

●年間4．50月分→4．60月分 期末手当及び勤勉手当の支給月数をともに0．05月分引上げ
寒冷地手当【手当額改定：令和6年4月実施、支給地域改定：令和7年4月実施】

●民間の同種手当の支給額を踏まえ、月額を11．3％引上げ。新たな気象データに基づき、支給地域を改定

【改正後】
2ｈ
①1日につき2時間の範囲内で勤務しないこと

2ｈ以上（1日単位で取得することも可）
②1年につき10日相当の範囲内で勤務しないこと

【現行】
2ｈ
1日につき2時間の範囲内で勤務しないこと

2024年人事院勧告・報告の概要

多様で有為な
人材の確保

職員の成長支援と
組織パフォーマンス向上

Well-beingの実現
に向けた環境整備

給与制度のアップデート ―現下の人事管理上の重点課題に対応し、時代の要請に即した給与制度に転換―
【措置内容の例】

●初任給を大幅引上げ。管理職は職責重視の体系に刷新 ●地域手当を都道府県単位に広域化
●通勤手当の上限を月15万円に引上げ。新幹線通勤の要件緩和 ●配偶者に係る扶養手当を廃止、子に係る手当を増額

●一般職試験にも「教養区分」を導入
【令和7年目途】

●総合職試験「教養区分」の年2回実施
【令和8年目途】

●CBT（オンライン試験）の段階的導入
【令和9年目途】

●キャリア形成支援のための取組をまとめた
ガイド作成

●国内外の大学院への派遣を拡充

●キャリア形成を支援する人事管理のための
府省共通システムの設計

●育児時間の取得パターンの多様化、子の看
護休暇の対象を小3まで拡大

●超過勤務縮減に向け、各種アンケートを踏
まえた関係各方面への協力依頼

●勤務間のインターバル確保状況の実態
把握・各省ヒアリングなど取組を推進

●兼業制度の見直しの検討

＋

本年の育児休業等に関する法律についての意見の申出のポイント

職員は、①②のいずれかを選択して取得可能

・・・・2024年8月15日 ［毎月1日・15日発行・1954年4月17日第三種郵便物認可］第2373号（２）

人事行政諮問会議
中間報告を
踏まえた取組

趣 旨

概 要

人材確保に向けた抜本的施策と更なる改革の全体像
多様な人材が集まり、一人一人が高い志を持って職務を遂行できる魅力ある公務へ

●職員の判断のよりどころとなり、国民の信頼を得るための行動規範の検討
●職務給の原則や能力・実績主義の徹底に必要となる施策等の検討
（在級期間に係る制度・運用の見直しの検討、官民給与の比較を行う際の企業規模の検討など）

給与制度のアップデート（勧告） 【令和7年4月実施（初任給・若年層の水準引上げは、令和6年4月に先行実施）】

●現下の人事管理上の重点課題に対応し、俸給及び地域手当・通勤手当・ボーナス等の諸手当にわたり包括的に給与制度を整備
俸給 初任給・若年層の水準を大幅引上げ

係長以上はより職責重視の体系とし、特に本府省課室長級は役割に見合う処遇に抜本的に見直し
地域手当 都道府県単位（中核的な市は個別指定）とし、級地を5段階に削減の上で最新民間賃金を反映（激変緩和を措置）

異動保障を3年間に延長
通勤手当等 支給限度額を月15万円に引上げ、この範囲内で特急料金も全額支給 新幹線通勤等の要件緩和
扶養手当 配偶者に係る手当を廃止、子に係る手当を増額
ボーナス 成績優秀者への勤勉手当の支給上限を引上げ（標準者の約3倍まで可能に） 任期付専門人材のボーナス拡充
その他手当 管理職員の平日深夜勤務に対する手当の対象時間帯拡大

再任用職員の手当拡大（住居手当、特地勤務手当、寒冷地手当等）

国家公務員の育児休業法の改正（意見の申出）【民間労働法制の施行から遅れることなく実施】
●民間労働法制の内容も踏まえ、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置を拡充
・1年につき10日相当、1日の上限時間数なく育児時間を取得できるパターンを選択可能に
・非常勤職員の育児時間について、対象となる子の範囲を小学校就学前の子に拡大

本年5月に改正された民間労働法制の内容も踏まえ、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置を拡充し、職員の希望や事情に対応した勤務を可能にする
育児をする者も含め誰もが能力を十分に発揮できる公務職場の実現、公務の魅力向上

育児休業法を改正し、
・育児時間について、1年につき人事院規則で定める時間の範囲内（10日相当）で勤務しないことができるパターンを選択可能に
・非常勤職員の育児時間について、対象となる子の範囲を小学校就学前の子に拡大

※民間労働法制の施行（民間育児・介護休業法等の一部改正法の公布の日から起算して1年6月を超えない範囲内において政令で定める日）から遅れることなく実施

本年の給与改定（勧告）
民間給与の状況を反映して、約30年ぶりとなる高水準のベースアップ

月例給 [本年4月分の民間給与を調査して官民比較］【令和6年4月実施】

●官民較差：11，183円（2．76％）
●採用市場での競争力向上のため、初任給を大幅に引上げ 給与制度のアップデートの先行実施
【総合職（大卒）】230，000円（＋14．6％[＋29，300円］） 【一般職（大卒）】220，000円（＋12．1％[＋23，800円］）
【一般職（高卒）】188，000円（＋12．8％[＋21，400円］）

●若年層に特に重点を置きつつ、全ての職員を対象に全俸給表を引上げ改定
※おおむね30歳台後半までの職員に重点を置いて改定
行政職俸給表（一）の平均改定率は、1級［係員］ 11．1％、2級［主任等］ 7．6％、全体3．0％
※官民較差はいわゆる「ベア」に相当。モデル試算した定期昇給分を加えると、月収で約4．4％の給与改善

ボーナス [直近1年間（昨年8月～本年7月）の民間の支給状況を調査して官民比較］【令和6年4月実施】

●年間4．50月分→4．60月分 期末手当及び勤勉手当の支給月数をともに0．05月分引上げ
寒冷地手当【手当額改定：令和6年4月実施、支給地域改定：令和7年4月実施】

●民間の同種手当の支給額を踏まえ、月額を11．3％引上げ。新たな気象データに基づき、支給地域を改定

【改正後】
2ｈ
①1日につき2時間の範囲内で勤務しないこと

2ｈ以上（1日単位で取得することも可）
②1年につき10日相当の範囲内で勤務しないこと

【現行】
2ｈ
1日につき2時間の範囲内で勤務しないこと
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＋
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【総合職（大卒）】230，000円（＋14．6％[＋29，300円］） 【一般職（大卒）】220，000円（＋12．1％[＋23，800円］）
【一般職（高卒）】188，000円（＋12．8％[＋21，400円］）

●若年層に特に重点を置きつつ、全ての職員を対象に全俸給表を引上げ改定
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【改正後】
2ｈ
①1日につき2時間の範囲内で勤務しないこと
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新
選
挙
区

第１区 第２区 第３区 第４区
福島市
二本松市
伊達市
本宮市
伊達郡
安達郡

郡山市
須賀川市
田村市
岩瀬郡
石川郡
田村郡

会津若松市　　大沼郡
白河市　　　　西白河郡
喜多方市　　　東白川郡
南会津郡
耶麻郡
河沼郡

いわき市
相馬市
南相馬市
双葉郡
相馬郡

※第４区は連合福島の対応を待ち、今後、中央執行委員会で協議。

自治労福島県本部推薦予定候補者（小選挙区）

※詳細は本部機関紙「じちろう」人勧特
集号（８月15日号）をご覧ください。
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れ
る
展
開

に
。
最
後

は
辛
く
も

２
点
差
の

10
対
８
で

勝
利
し
た
。

　

続
く
山

形
市
職
労

と
の
準
決

勝
は
白
熱

の
投
手
戦

に
。
結
果
、

守
り
の
す

き
を
見
逃

さ
な
か
っ

た
山
形
市
職
労
が
勝
利
。
福

島
市
職
労
は
０
対
２
で
敗
れ

た
。

　

福
島
市
職
労
は
、
第
３
位

で
今
年
の
東
北
地
連
大
会
を

終
え
た
。

バ
レ
ー
ボ
ー
ル

　

バ
レ
ー
ボ
ー
ル
の
本
県
代

表
も
福
島
市
職
労
。
８
月
１

日
、
山
形
県
山
形
市
・
総
合

ス
ポ
ー
ツ
セ
ン
タ
ー
体
育
館

で
、
初
戦
は
山
形
市
職
労
と

の
対
戦
と
な
っ
た
。
結
果
、

福
島
市
職
労
が
２
対
０
の
ス

ト
レ
ー
ト
で
勝
利
し
た
。

　

準
決
勝
は
上
越
市
職
労
と

の
一
戦
。
福
島
市
職
労
が
こ

れ
ま
で
勝
利
し
た
こ
と
の
な

い
チ
ー
ム
で
あ
る
。
厳
し
い

展
開
も
あ
っ
た
が
、
２
対
０

の
ス
ト
レ
ー
ト
で
勝
利
を
収

め
た
。

　

上
越
市
職
労
か
ら
初
勝
利

を
あ
げ
、
勢
い
に
の
る
福
島

市
職
労
に
立
ち
は
だ
か
っ
た

の
は
高
畠
町
職
労
連
。
決
勝

戦
は
屈
指
の
強
豪
と
の
対
戦

に
な
っ
た
。
試
合
は
フ
ル

セ
ッ
ト
ま
で
も
つ
れ
る
展
開

に
。
結
果
は
、
福
島
市
職
労

が
１
対
２
で
惜
敗
し
た
が
、

東
北
地
連
大
会
優
勝
へ
あ
と

一
歩
ま
で
迫
る
好
勝
負
を
演

じ
た
。

　

福
島
市
職
労
の
来
年
の
活

躍
が
期
待
さ
れ
る
。

　

第
20
年
次
自
治
研
の
活
動

が
い
よ
い
よ
ス
タ
ー
ト
。
８

月
24
日
、
専
門
部
会
第
１
回

全
体
会
が
開
催
さ
れ
た
。
今

回
の
会
議
は
、
震
災
・
原
発

事
故
を
風
化
さ
せ
な
い
と
の

思
い
を
込
め
、
双
葉
町
・
産

業
交
流
セ
ン
タ
ー
で
開
催
し

た
が
、
県
内
か
ら
32
名
が
参

加
し
た
。
前
段
、
闘
争
委
員

会
・
推
進
委
員
会
合
同
会
議

が
開
催
さ
れ
、
第
20
年
次
自

治
研
の
取
り
組
み
に
つ
い
て

確
認
さ
れ
た
。
作
業
部
会
で

あ
る
専
門
部
会
は
「
地
域
創

生
」、「
自
治
体
議
会
改
革
」、

「
震
災
・
原
発
事
故
」
の
３

つ
の
テ
ー
マ
別
に
設
け
ら

れ
、
県
内
各
単
組
か
ら
計
31

名
の
登
録
が
あ
っ
た
。
今
後

は
部
会
毎
に
月
１
回
程
度
、

調
査
・
研
究
の
た
め
に
活
動

し
、
そ
の
結
果
を
レ

ポ
ー
ト
に
ま
と
め

る
。

　

成
果
発
表
の
場
と

な
る
第
20
回
地
方
自

治
研
究
福
島
県
集
会

は
、
２
０
２
６
年
６

月
５
日
～
６
日
に
開

催
予
定
で
あ
る
。

　

各
専
門
部
会
の
活

発
な
活
動
を
期
待
し

た
い
。

バレーボールで準州賞を果たした福島市職労

専門部会第１回全体会の様子

　県北総支部で事務局長の任に就いております、福島市職労出身
の木村と申します。毎日暑い日が続いておりますが、皆さんは体
調を崩したりしていないでしょうか？。年々暑さが厳しくなって
いるように感じることも多く、「今年は去年よりも暑いですね」
なんて言葉を交わすこともあるかと思います。それを裏付けるか
のように、最近「熱中症警戒アラート」なるものが発表されるよ
うになり耳にすることが増えてきました。令和６年４月から運用
が開始されたようですが、福島県でもすでに何度も発表されてお
ります。
　そんな中でも、体調を崩すことなく過ごしている私ですが、暑
がりで汗っかきなため、この暑さには大変苦労しています。通勤
で外を歩くときは仕方ないですが、室内で少し動いただけでも汗
をかいてしまいます。部屋の中だけでもどうにか涼しく過ごすこ
とはできないかといろいろ考えた結果、今さらですが部屋の空気
を循環させることができると言われている「サーキュレーター」
を導入してみました。効果は抜群で、今までは部屋の中で温度差
ができていましたが、冷気が循環し部屋全体が涼しくなりました。
また、本来の使用方法ではありませんが、直接風に当たることも
できるのでお風呂上りなどに身体を冷ますことができます。結果
として、エアコンの温度を上げても以前より快適に過ごすことが
できています。
　暦の上では立秋を過ぎましたが、実際には名ばかりで今年もま
だまだ暑さの厳しい日が続くことが予想されます。皆さんも体調
には十分お気をつけてお過ごしください。

県北総支部事務局長

木村　圭介
（福島市職労）

〜 私の名刺⑪ 〜

この夏を乗りきるために…

2024夏、精力的な活動を展開！
東
北
地
連
ス
ポ
ー
ツ
大
会
（
野
球
・
バ
レ
ー
ボ
ー
ル
）

　

県
本
部
労
働
学
校
は
、
７

月
19
日
～
20
日
に
か
け
開
催

さ
れ
、
46
名
の
若
年
層
や
女

性
組
合
員
が
参
加
し
た
。
プ

ロ
グ
ラ
ム
は
、
労
働
組
合
や

賃
金
、
政
治
と
い
っ
た
日
常

の
運
動
に
関
す
る
も
の
か
ら
、

自
治
労
共
済
、
労
働
金
庫
の

活
用
な
ど
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
に

関
す
る
も
の
ま
で
幅
広
い
内

容
の
講
演
が
主
体
。
分
散
会

で
は
職
場
の
課
題
に
つ
い
て

も
話
し
合
っ
た
。
初
日
の
夜

は
、
交
流
会
も
催
さ
れ
、
単

組
の
垣
根
を
越
え
た
交
流
が

見
ら
れ
た
。

　

県
本
部
は
、
引
き
続
き
、

学
習
の
機
会
を
設
け
て
い
く
。真剣な眼差しで受講する参加者

県
本
部
労
働
学
校

自
治
研
専
門
部
会

野球で３位に輝いた福島市職労


